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令和３年（ネ）第１９４号 損害賠償請求控訴事件 

控 訴 人 控訴人１ 外５名

被控訴人 国 

証拠説明書（甲Ａ号証） 

－控訴審第６準備書面に対応する証拠について－ 

２０２２年（令和４年）４月２２日 

札幌高等裁判所第３民事部３係 御中 

控訴人ら訴訟代理人 弁護士  加 藤 丈 晴 

同 弁護士  綱 森 史 泰 

同 弁護士  須 田 布 美 子 

同 弁護士  皆 川 洋 美 

同 弁護士  上 田 文 雄 

同 弁護士  林 拓 哉 

同 弁護士  髙 橋 友 佑 

同 弁護士  本 橋 優 子 

【有償配布 や Web(ホームページ, ブログ, facebook等)へのアップロード・転載はお止めください】 
【リンクはご自由にお貼りください】 
「結婚の自由をすべての人に」北海道訴訟(札幌高裁)第２回期日(20220809)提出の書面です。 
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号証 標目 

原本

写し

の別 

作成 

年月日 

作成

者 
立証趣旨 

甲Ａ 
５０１ 

論文「同
性婚認容
判決と司
法部の立
ち位置」 

写し 
2022年
3 月 11
日 

千葉
勝美 

元最高裁判事である千葉勝美氏による、本件第
１審判決を含む同性婚訴訟及び司法部の立ち位置
について検討した論文の内容。 
千葉氏が、第１審判決について、「ＬＧＢＴ問題

の本質を正面から取り上げ、それが精神的な疾患
であるとか、健全な社会道徳に反し性の秩序を乱
す行為となり得るものとする従前見られた捉え方
は問題の本買を正解せず、科学的根拠のないもの
であることを詳細に認定し判示し」、「その結果、Ｌ
ＧＢＴ問題は、司法部としても正面から受け止め
るべき深刻なテーマであることが明快に示され
た」点で「画期的なものと評価できる」としている
こと。 
千葉氏が、憲法２４条は、「明治憲法下の明治民

法による前記の差別的な仕組みを明確に否定し、
憲法の理念に基づく家族生活に関する基本原則を
採用することを宣言したもの」（２４条の趣旨Ⅰ）
であり、「社会制度としての婚姻の定義を異性婚と
定めることに強い意図があったとまではいえな
い」とする一方、「２４条が置かれたことにより、
その文言からして、異性同士の婚姻が憲法の想定
している社会制度としての『婚姻』であり、立法府
としては、それに従った婚姻の具体的な内容を法
律によって制定していくことが義務付けられたと
いう趣旨が明らかにされた」（２４条の趣旨Ⅱ）が、
「憲法２４条の趣旨Ⅱについては、それを維持す
べき国民的な理解と共感には大きな揺らぎが生
じ」、「時代の進展により同性愛、同性婚を了解する
価値観が広がってきている今日的状況にそぐわな
く」なっていることから、「司法部としては、憲法
２４条については、その趣旨Ⅱは今日受容できな
いものとなっているとして、すなわち、趣旨Ⅱの同
性間を認めない根拠となっている文言をそのよう
にならないような用語と意味に代わってきている
として（すなわち、「当事者」、「双方」という意味
であるとして）憲法判断を行うことが考えられよ
う」、「そうすると、憲法２４条は、異性婚に限定せ
ず、婚姻という法的な社会制度一般についての基
本理念を示したものであって、同性婚を排除して
いない、すなわち、制度として取り込むことを許容
していると解することができる。そうすると、そう
であるのに、同性婚を認めていない本件規定は、憲
法２４条の趣旨１にそぐわず、１３条、１４条に違
反するものであって、その点で、これを是正するた
めに必要な立法措置を講ずる必要があると判断さ
れることとなろう」との意見を述べ、第１審判決２
６頁の判示についても、「《２４条の文言にこだわ
らない解釈ができることを示したもの》、と捉える
こともできる」との理解を示していること。 

以上 


